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1. 建設業における、試算表活用の限界 
 
 現在、中小企業の経営者様の中で毎月自社の試算表を見ておら

れる方はどのくらいいらっしゃるでしょうか？ 
「試算表など見なくても、自分の長年の勘と経験で、会社がどの

ような状況にあるかはきちんと把握している」と仰る方がおられ

るかもしれません。実際にお目にかかった経営者様の中にも少な

からずいらっしゃいました。そういった経営者様に、私たちは毎

月試算表を見ることの重要性について説明してまいりました。特

に、「タイムリーに自社の業績を把握すること」にこだわり、自社

内で数値を把握するための「自計化」の体制づくりを進めてきま

した。 
 
 私たちの話に耳を傾けて下さって、社内の経理体制を見直し、

スピーディな試算表作成に取り組んでくださった経営者様もいら

っしゃいましたが、その一方で、会社の業績をタイムリーに把握

するツールとして「試算表」を用いることが馴染まないケースも

ありました。 
 
 その一つが建設業でした。 
 中小建設業の経営者様とお話しさせていただくと、試算表を経

営に役立つツールとしてご覧になることがあまりないことがよく

わかります。建設業の場合、通常、工事が完成してはじめて売上

が計上され、それに伴い、工事に係る原価が計上され、粗利益が

確定します。工事が完成し、売上と原価の振替が完了するまでは、

例えば、材料費や外注費や労務費といった工事原価が先行して計
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上されることになり、企業の実態とはかけ離れた数値が試算表上

に載ってくることになります。 
 
 もちろん、進行基準に基づいて会計処理をすれば、今どのくら

い利益が出ているのかを把握することは可能です。 
 ただ、工期が１年未満の工事を含んだすべての工事を進行基準

で管理していくということは、それだけ現場や経理の方の事務量

が増えることになり、中小企業様にとっては非常に負担になるわ

けです。また、決算の時に完成工事基準を適用した経理処理に戻

すことになると、毎月把握してきた工事に係る粗利益と決算書上

の粗利益が食い違うことになります。（進行基準に基づく会計処理

は、赤字工事がなければ、利益を前倒しで計上することになりま

す。）通常、毎月の試算表を積み上げていったものが決算書になら

なければならないのに、それが期末で大きく変わってしまうと、

試算表そのものの信頼性が損なわれることになります。 
 
 また、試算表を業績を把握する上での中心的なツールにすると、

早いタイミングで月次決算をしなければ、意味がありません。と

ころが、建設業の場合、値引きや追加・手直し工事の関係で売上

がなかなか確定しなかったり、業者への支払サイトの関係で請求

書締め日を変えられなかったりと、売上や原価への振替が遅れが

ちになります。 
 
 そうなると、試算表の完成を待っていたのでは、我々税理士と

しては２ヶ月以上も前の数値を元に説明せざるを得なくなり、試

算表が経営管理の上では、古新聞程度の意味しかもたなくなって
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しまいます。 
 
 これは、毎月の試算表を積み上げた結果が決算書であり、税務

署や金融機関への提出資料となるため、確定した数値の積み重ね

であることが要求されることにも関係しています。毎月の試算表

は決算・申告がゴールになりますので、どうしても経理の方中心

の数値ということになってしまい、現場の方がご覧になってもピ

ンと来ないというのが現状です。 
 
 しかし、数値というのは経理の方だけが把握していればよいと

いうものではありません。経営者様はもちろん、現場の方々も、

自社の業績や自身の関わった工事の利益がどうなっているかをき

ちんと把握していただく必要があると、私たちは考えています。 
そして、その役割を担うのが管理会計という考え方なのです。 
 
 
 
 
 
 

 
ポイント 

 

  

数値化された情報は、経理だけでなく経営者や現場と共有すべ

きである。そのためには、試算表だけでなく管理資料が必要であ

る。 
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2. 管理会計とは？ 
(1) 財務会計との違い 
 
 管理会計についてご説明する前に、管理会計と対峙するものと

して取り上げられる財務会計についてご説明致します。 
 
 毎月の試算表を積み上げたものが決算書であるということは既

に述べましたが、決算書の果たす重要な役割の一つは外部の利害

関係者へ情報を提供することにあります。外部の利害関係者とは、

税務署、取引金融機関、株主や営業上の取引先等のことを言いま

す。これら外部関係者は日々、企業がどのような経営活動をして

いるのかを見ることはできません。ですから、企業から提出され

る決算書やそれに関する附属資料を元に、企業がどのような経営

状態・財務状態にあるかを判断するのです。判断にあたっては、

過去の決算書と比較したり、他社のそれと比較することが往々に

してありますので、企業独自の基準で売上や経費が計上されてい

ると、外部関係者は判断を誤ることになります。 
 
 ですから、外部への報告を前提とした決算書は一定のルールの

元に作成されなければならないのです。 
 
 一定のルールというのは、税法や会社法といった法律や会計基

準のことを言います。税法や会社法に準拠することはもちろんの

こと、中小企業の場合、「中小企業の会計に関する指針」という会

計基準に基づいた経理処理が求められています。 
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 例えば、企業が機械を購入した場合、それを何年で減価償却す

べきかというのが、法律で定められています。これを法定耐用年

数と言いますが、法定耐用年数が 8年と定められている機械を企
業が自身の判断で、5年で償却したり、あるいは 15年で償却した
りしていると、決算書に計上されている減価償却費は企業の判断

によって数値が大きく異なり、延いては利益額や税金計算にまで

影響を及ぼす事になります。 
 こういったことを無くすために、企業は一定ルールに基づいて

会計処理をすることが求められており、それが財務会計の考え方

なのです。 
 
 一方、管理会計というのは、企業内部の管理者（主には経営者

や責任者）に、企業経営に役立つ情報を提供するためのものです

ので、外部に情報提供することを目的としていません。ですから、

企業独自のルールや考え方で作成することが可能ですし、確定し

た数値だけでなく、将来の予測をも含めた情報を取り入れること

ができるのです。 
 
 資料①『財務会計・管理会計比較表』 
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(2) 中小企業の管理会計とは？ 

 
では、建設業の場合、内部管理のためには、どのような資料が

必要になるのでしょうか？ 
 
 建設業の方にとって、最も身近で、しかも重要な管理資料が『工

事台帳』ではないでしょうか？『工事台帳』は、すべての建設業

で作成している資料であり、しかも、試算表や決算書の元になる

データです。 
 
 先に、財務会計と管理会計についての違いをご説明しましたが、

この２つは決して相反するものではありません。管理資料は決算

書を補足し、先行管理するためのものなのです。 
 
 スピーディに自社の業績が把握でき、かつ、数値の積み上げが

決算書の数値へと結びついているのが、『工事台帳』なのです。 
 実際、『工事台帳』に記載されている内容は、試算表や決算書の

構成とよく似ています。 
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 資料②『決算書フォーム』 
資料②にもあるように、決算書

は完成工事高から材料費、外注

費、労務費、その他経費を差し

引いて売上総利益を算出しま

す。 
 
『工事台帳』も、完成工事高か

らその工事にかかった材料費、

外注費、工事経費を差し引き、

社内労務費や社内損料を配賦

して粗利を計算します。  
 
 社内損料の配賦を除けば、決

算書上の売上総利益と『工事台

帳』上の粗利はほぼ一致するこ

とになり、決算書の数値との結

びつきは明確です。 
 
 また、実行予算を組み、工事

の進行状況に応じた原価管理

を行うことで、タイムリーに工

事毎の成績を管理することが

できるのです。（実行予算管理

の詳細については、後述。） 
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 しかし、建設業の業績管理において目標とすべき利益は、粗利

ではないと我々は考えています。では、何を指標として考えるべ

きなのか？それが、「付加価値」なのです。 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
ポイント 

 

  

中小建設業の数値を先行管理するポイントは、決算書との関連

が深い『工事台帳』を活用すること。 
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3. 目標利益の考え方 
(1) 付加価値と粗利の違い 

 
付加価値とはどのように計算され何を表しているのでしょうか？ 
 資料③『決算書フォームとの比較』 
A「決算書フォーム」        B「付加価値基準のフォーム」 
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 資料③の Bは、前出の決算書のフォーム Aを一部変更したもの
です。 
工事に関する利益を、売上総利益ではなく、付加価値（限界利

益）という名称で表示しています。もちろん、名称だけでなく、

内容も異なります。売上総利益が、売上から材料費・外注費・労

務費・工事経費を差し引いて算出されているのに対し、付加価値

は、売上から材料費・外注費・工事経費を差し引いて算出してい

ます。言い換えれば、労務費（社内人件費）を差し引く前の利益

が付加価値ということになります。 
 
 では、何故、粗利ではなく、付加価値を目標利益とすべきなの

でしょうか？ 

 

 

 

 

 

 

 
ポイント 

 

  
『工事台帳』活用の第一歩は粗利ではなく付加価値を目標とす

ること。 

付加価値とは、工事原価のうち労務費（社内人件費）を差し引

く前の利益をいう。 
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(2) 付加価値を重視する意味（受注の判断） 

 
 付加価値を算出するためには、完成工事原価を労務費とそれ以

外の経費に分類する必要があります。これは、労務費とそれ以外

の経費には相違点があるからです。 
 
資料④-1「付加価値と粗利の違い」 

 
 資料④-1にもあるように、材料費や外注費、工事経費に共通し
ているのは、社外に対する支払いが必要な経費だという点です。

加えて、工事を受注しなければ発生しない経費でもあります。 
 
 一方、労務費は、社内の従業員に対して支払うべき経費であり、

工事を受注してもしなくても、雇用契約が継続している以上、必

ず発生する経費です。 
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 管理会計の基本的な手法の一つに、経費を変動費（売上ととも

に変動する費用）と固定費（会社が存続するために必要となる費

用）に分解し、限界利益（売上－変動費）を算出する固変分解と

いう考え方があります。固変分解をすることで、利益を出すため

にはいくら以上、売上げなければならない損益分岐点が明らかに

なり、それが目標設定の基準となります。付加価値の考え方もこ

れと同じです。 
 
 自社の固定費をまかなうためには、どれだけの付加価値を確保

する必要があるのか、延いては、どれだけ工事を受注しなければ

ならないのかを判定する基準となるのです。 
 
 では、なぜ私たちが付加価値を重視するのでしょうか？付加価

値の考え方が定着すると判断基準が変わるということを簡単な例

でご説明します。 
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資料④-2「付加価値と粗利の違い」 

売上高 212

変動費 130

固定費 65

粗利益 17

会社全体

固定費

４０

粗利益１０

変動費
１００

固定費

２５

粗利益７

変動費
３０

売上高

１５０
売上高

６２

工事A 工事B

Q. 工事Ｃは受注すべきでしょうか？

固定費

１５

変動費

22

売上高
３５

工事C現在受注している工事

損失 △２

見積段階で粗利がマイナス

 
 

 資料④-2は、ある会社の工事の受注状況と期中の業績をあらわ
したものです。現在、工事 Aと工事 Bの 2つの工事を受注し、既
に完成・引渡が完了し、工事利益も確定しています。2 つの工事
の売上高は 212、そこから変動費 130 と固定費 65 を差し引き、
粗利は 17 残っています。この状態で工事 C の引き合いがあった
とします。 
 
 工事 Cは売上高 35、変動費 22、固定費 15ですので、見積段階
で既に粗利が▲２となる赤字工事です。 
 
 この工事 Cを受注すべきかどうかの判断は、目標利益を、粗利
を基準として考えた場合と付加価値を基準として考えた場合では、

全く違ってきます。 
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資料④-3「付加価値と粗利の違い」 

売上高 212

変動費 130

固定費 80

利益 2

会社全体

１工事当たりの粗利益(利益基準)の確認だけではなく、会社全体の固定費(労務費、
一般管理費)を考慮すると、付加価値《売上高－変動費(外部購入費用)》がプラス
であれば利益に貢献する(付加価値基準)

利益15に
ならない

固定費
４０

粗利益
１０

変動費
１００

固定費
２５

粗利益７

変動費
３０

売上高
１５０

売上高
６２

工事A 工事B

配賦できていない固定費が、
別の工事に配分される

● 粗利益基準で工事受注を判断したパターン
(工事C は、受注しない)

固定費
１５

受注しない

工事C

売上高 247

変動費 152

固定費 80

利益 15

会社全体

固定費
４０

粗利益１０

変動費
１００

固定費
２５

粗利益 ７

変動費
３０

売上高
１５０

売上高
６２

工事A 工事B

固定費
１５

変動費
２２

売上高
３５

工事C

粗利益△2
付加価値
プラス

粗利がマイナスでも、固定費１５が吸収できる

● 付加価値基準で工事受注を判断したパターン
(工事C を、受注する)

付
加
価
値
82

付
加
価
値
95

損失 △２

 
 粗利益基準で工事受注の可否を判断すると、粗利がマイナスに

なる赤字工事 Cは受注すべきではないという結論になります。で
は、受注せずに決算を迎えた場合、この会社の利益はどうなるの

でしょうか？（資料④-3参照） 
 
 先に述べたように工事の受注の多寡にかかわらず、固定費は発

生します。本来、工事 C に配賦される予定だった固定費 15 は、
配賦すべき工事がないため、必然的に工事 Aと工事 Bに配賦され
ることになります。 
 
 すると、会社全体の収支としては、売上高 212、売上高から変
動費を差し引いた付加価値 82、付加価値から固定費を差し引いた
粗利 2が会社の利益として残ります。 
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 では、付加価値基準で工事受注を判断した場合はどうでしょう

か？ 
 
工事 C は、見積段階で粗利は▲2 ですが、売上 35 から変動費

22を差し引いた付加価値は+13ですので、受注すべきという判断
になります。 

 
 そして、受注後の会社全体の収支は売上高 247、売上高から変
動費を差し引いた付加価値 95、付加価値から固定費を差し引いた
粗利は 15 になり、工事 C を受注しなかった場合と比べて粗利が
13上回っています。 
 
 粗利基準で見れば赤字工事であっても、ある程度固定費が吸収

できるだけの付加価値が見込める工事であれば、それを受注する

方が最終的には会社に利益が残るのです。工事を受注すべきかど

うかの判断において、付加価値の考え方が定着しているかどうか

で、判断基準は変わってくるのです。 
 
 

 
ポイント 

 

  
 

粗利基準で赤字でも、付加価値基準でプラスであれば、 

受注すべき工事はある。 
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(3) 付加価値を重視する意味（外注・内製の判断） 

 
 付加価値を算出するためには、工事原価を労務費とそれ以外の

経費に分類する必要があり、労務費以外の経費の共通点は、外部

への支払を必要とすることであるということは既に述べた通りで

す。 
 付加価値を上げていくためには、工事を受注すべきかどうかの

適正な判断が必要であるとともに、外部への支払をいかに減らす

かということも重要なポイントになります。 
 受注した工事を外注すべきか、それとも、社内の人員でこなす

べきかという判断が必要な場合があります。 
 作業の一部または全部を外注に出す要因は大きく分けて 3つあ
ると考えています。 

1つは、技術的な要因です。機械や設備がないために、或いは、
その作業を行う技術を持った人員が社内にいないため、技術的に

自社で行うことが不可能な業務については、外注に頼らざるを得

ません。 
 2 つ目は、人的余力の要因です。社内人員が既に他の工事に手
を取られてしまっており、オーバーワークの状態にあり、内製化

することが出来ない場合、どれを外注し、どれを内製するかの判

断は必要ですが、外注が必要になります。 
 3 つ目は、価格の要因です。社内で決められている労務費の配
賦基準を元に粗利を考えると、外注した方が低コストだという判

断で外注する場合があります。 
以上、3つの要因のうち、一番問題なのは、3つ目の価格要因で
外注・内製の判断をするケースです。 



 

19 

現場責任者に、自分が担当する工事の利益について責任を持っ

てもらうということは、多くの企業様で行っていると思いますが、

重要なのは目標とする利益は何なのかということです。粗利や粗

利率を目標にした場合、内製するよりも外注した方が低コストで

あれば、より多くの粗利を残すために、外注を選択するのは当然

なことです。例え、社内にその作業をこなすだけの技術力と人的

余力があったとしても・・・です。 
 

 そして、価格要因で判断し、外注することを選択すると、人手

が余っているにもかかわらず、外部への支払が増えることになり

ます。会社全体で見ると、残る利益が小さくなり、キャッシュも

減ってしまうのです。 
 
 そういう判断を避けるためには、社内人件費を配賦した後の粗

利ではなく、売上から外部購入費を差し引いた付加価値をいかに

増やすかを考えるよう、現場責任者の判断基準を変えていく必要

があるのです。 
 付加価値の考え方が定着すると判断基準が変わるというのは、

経営者様だけでなく、現場責任者や担当者にも言えることなので

す。 
 

ポイント 
 

  
 

付加価値を現場の目標利益とすることで、外注するかどうかの

判断基準は変わる。 
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(4) 付加価値基準で判断する際の留意点 

 
 付加価値基準で判断することの重要性について説明してきまし

たが、付加価値がプラスになる工事は何でもかんでも受注しても

よいという訳ではありません。 
 
 工事発注量が多い場合は、例え付加価値がプラスであっても、

付加価値の低い工事については、受注すべきかどうかを慎重に判

断する必要があります。受注する工事の選択を誤ると、会社全体

の利益を引き下げることになりかねません。 
 
 一方で、工事の発注量が少ない場合、受注の取り合いになり、

価格競争が起こります。見積金額をいくらまでなら下げられるか

という判断をする際に、付加価値基準の考え方が重要になってく

るのです。 
 
 また、工事毎の利益を付加価値で管理していても、結果を見る

だけでは、なかなか業績の改善にはつながりません。実行予算の

段階から工事の進行状況に応じて付加価値を把握していくことが

重要です。 
 
 工事毎の付加価値をタイムリーに把握していくためには、現場

と経理の協力が不可欠です。後半では、実際の現場で我々が管理

面でお手伝いさせていただいている内容について詳しくご説明し

ます。 
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ポイント 

 

  
 

付加価値基準での判断は、工事発注量が少ない時にこそ有効。 

また、付加価値の先行管理は現場と経理の協力が必要。 
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4. 工事別付加価値一覧表とは？ 
(1) 工事別付加価値一覧表とは？   

 

実際に付加価値という数値をどのように使って行くのか、どの

ような帳票を作成し利用すればよいのかについてご説明いたしま

す。 
 
工事別付加価値一覧表とは、EXCEL を活用して工事毎の受注
金額、工事原価等を集計し、付加価値、工事粗利が確認できるよ

うに作成した管理資料です。（資料⑤参照、この表は、横１行が一

つの工事で構成されています。） 
 
例として一つの工事が表示されていますが、実際にはいくつも

の工事が記載されます。 
さらに、資料⑤には表示していませんが、会社全体の数値を把

握するために、合計行を設けます。合計行には、工事毎に工期を

判断し、今期完成に計上できる完成工事高合計（予定）と来期以

降の完成工事高合計（予定）を分けて表示します。 
 
今期の会社全体の着地に関する完成工事高、粗利金額は、必ず

把握しなければいけない数字です。それに加えて工事１本ごとの

完成工事高・粗利金額を見て行く必要もあります。完成工事高、

粗利金額だけでなく、今後は付加価値額についても一緒に確認頂

きたいと思います。 
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(2) 工事別付加価値一覧表の詳細 

 
工事別付加価値一覧表（資料⑤）の詳細について、ご説明いた

します。この一覧表の特徴は、付加価値を計算する為に、工事原

価を外部購入費用と社内費用とに分けて記載することです。 
 
資料⑤ 工事別付加価値一覧表 

 
【外部購入費用】 
⑥に前月（例では 6月）までの、実績累計金額を材料費・外注費・
経費に分けて記載します。 
⑦には、この工事が完成するまでに必要となる各費目の予想金額

（当月以降分）を記載します。 
⑧は、付加価値見込 （⑤－⑥－⑦）が計算されています。 
この工事の完成時に予想される付加価値金額となり、この表で一

番重要な数値になります。 
 
【社内費用】 
⑪は、社内労務費を記載します。これも、先月までの実績累計金
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額と当月以降完成までに発生する予定労務費を分けて記載します。 
 
※企業様によっては、共通経費の配賦金額も工事原価として記載

していますが、今回の一覧表では省略させて頂きました。 
 
⑫は、工事原価合計額を表示しています。外部購入費用の⑥・⑦

と社内人件費⑪を合計したものです。 
⑬は、工事粗利益見込金額を計算しています。これが本来、工事

の粗利と呼ばれている金額です。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 
ポイント 

 

  
「工事別付加価値一覧表」は、工事毎の付加価値額と工事粗利

益額を表した一覧表である。年間利益目標と工事毎の利益予測

をリンクした一覧表であり、中小建設業にとって最も重要な経

営資料の一つである。 
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(3) 工事別付加価値一覧表を作成するには？ 

 
それでは、具体的な「工事別付加価値一覧表」の作成について

ご説明いたします。皆様の中には、「こんな複雑なものを自社で作

成できるのか？」と考えられる方もいらっしゃるのではないでし

ょうか。作成のコツは、現場責任者と経理担当者との連携（コミ

ュニケーション）にあります。 
 
例えば、現場責任者と経理担当者が把握している工事利益額が

違うというような事がありませんか。お互いに違う数値を追っか

けていてもしかたがありません。この「工事別付加価値一覧表」

を作成する過程により、お互いに把握できていない情報を確認す

ることができます。 
 
これにより、現場責任者は自分の現場の原価計上がきちんとで

きているかの確認ができますし、経理担当者は今後の原価発生の

タイミングを知る事により、資金繰りの情報として役に立てるこ

とができます。 
 
また、この一覧表を作成する担当者は、業種や規模など企業様

によって違ってきます。現場責任者が、担当工事について数字を

計算し、工事部で全体をまとめるといった、工事部主体で作成す

る場合と経理担当者が経理情報を中心として作成する場合があり

ます。 
まず、工事部が中心となり「工事別付加価値一覧表」を作成す

る際の流れとポイントをご説明いたします。 
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手順① 実行予算書を作成 
実行予算書を作成する際のポイントは、外部購入費用と社内費

用（社内労務費、社内使用料）を分けて記載することです。（資料

⑥参照） 
 
実行予算書の労務費を、従業員の人件費と外注労務費に分けて

記載するようにします。 
 
また、従業員人件費以外の社内費用については、「機械等損料」

や「仮設損料」があります。これらの社内使用料は、自社で所有

している重機や機械設備を現場毎に基準を設けて費用を配賦した

ものです。企業様によっては、損料という扱い方をせずに現場共

通費として減価償却費を計上し、各工事に配賦を行っているかも

しれません。実行予算書を作成する上で、社内使用料の計上は非

常に大切な考え方です。しかしながら、間接的には社外に出て行

った費用であっても、この工事に使用したからといって新たに社

外への支払いは発生していません。付加価値を計算する際には、

「機械等損料」や「仮設損料」は工事経費の中で社内費用分とし

分けて取り扱って下さい。 
 
資料⑥ 外部購入費と社内費用 
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手順② 実行予算書と実績を管理 
現場責任者が、実行予算書をにらみながら現場の原価管理を行

う通常の業務です。 
     
 
手順③ 工事完了までの予測を記入 
実行予算管理を行うと、実行予算書通りに進んでいるか、また

はトラブルにより手戻り工事が発生し、実行予算額を超えて原価

が発生してしまうということがあります。これらを考慮した上で

工事完成まで、あとどれぐらい工事原価が発生するかを工種ごと

に予測します。 
次に、当初作成した実行予算の項目ごとに工事原価を集計しま

す。 
最後に、工事毎に原価の実績、完成までの予想工事原価を集計

すれば、「工事別付加価値一覧表」の出来上がりです。 
 

 
ポイント 

 

  
実行予算書を作成する際には、工事原価を外部購入費用と社内費用

（社内労務費・社内使用料）に分けて記載することにより、後で効率的

に実績を集計することができる。 
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(4) 建設業向け会計ソフトウェアの活用 

 
次に、「工事別付加価値一覧表」を経理担当者が作成する場合に

ついてご説明いたします。 
建設業と言いましても多種多様です。一人もしくは数人で担当す

るような大規模 JV 工事もあれば、一人でいくつもの工事を掛け
持ちして担当する管工事のような専門工事業もあります。 
 
小さな工事が多く、一人の担当者が複数の工事を一度に担当し

なければならない場合、実行予算書を作成する時間もなく、また

工事原価管理も難しいのかもしれません。このような企業様では、

先ほど説明しました、実行予算書を基にした付加価値の計算は、

時間が掛かるため、難しいのが実情ではないかと思います。 
 
このような企業様の場合、工事原価管理は行っていないのでし

ょうか？また、出来ないのでしょうか？いいえそんなことはあり

ません。厳密な実行予算書は作成していなくても、見積書作成時

に原価計算を簡易な計算シート（EXCEL、手書き）を利用して行
っている企業様もいらっしゃいます。 
 
また、一例ですが、建設業向け会計ソフトウェアを用いて会計

処理を行っている企業様であれば、経理担当者が簡単に「工事別

付加価値一覧表」を作成することができます。 
 
まず、工事原価に関する請求書の明細を工事別に分類します。

この分類ができれば、工事別に、仕訳伝票を入力することができ、
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自動的に工事台帳が作成されます。このようなソフトウェアには、

様々な帳票や管理資料が用意されており、工事原価実績は入力さ

れた仕訳伝票から集計されます。 
 
次に、受注金額、実行予算額、完成までの見込原価を入力する

ことにより、利益見込額を確認することができます。この完成ま

での見込原価については、請求書が届いている以外に完成までに

どのぐらいの工事原価が発生するか、現場担当者に問い合わせを

行い資料を完成させます。この時に経理で作成した工事台帳を工

事担当者に確認頂くことにより、工事原価実績の集計作業を省く

ことができ、現場責任者の負担が少なくて済みます。 
 
最後に、この建設業向け会計ソフトウェアの「利益見込一覧表」

を EXCELにデータ書き出しを行い、「工事別付加価値一覧表（資
料⑤）」と同じ項目の並びに修正し、付加価値額を求めることがで

きます。 
 
今回、「工事別付加価値一覧表」作成方法について 2つのパター
ンを説明させて頂きました。企業様によって工事管理のルールも

違っていますので、自社に合うようにアレンジして頂ければと思

います。 
 
例えば、100万円以上の工事については、実行予算を作成する。

300万円以上の工事については、「工事別付加価値一覧表」に掲載
する。それ以下の工事はまとめて雑工事として記載するなど、工

事管理のルールを決めて行きます。 
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また、付加価値の呼び方も企業様により「持ち帰り利益」「粗あ

ら利益」など従業員が分かりやすい独自のネーミングを採用され

ています。いずれにせよ、企業様の実情に合わせて対応すること

により、より企業様に「工事別付加価値一覧表」が定着し易くな

ります。 
 
 
 
 
 
 

 
ポイント 

 

  
企業様の業種・規模により、「付加価値一覧表」を作成する方法や

担当者が変わってくる。自社にあった方法やルールを工夫して取り組

むことにより企業様に定着し易くなる。 
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(5) 工事別付加価値と当初利益目標との比較、 

付加価値見込率の推移 

 
資料⑦をご確認ください。前項までにご説明させて頂きました、

付加価値一覧表に「実行予算対比（付加価値見込ベース）（工事粗

利益見込ベース）」、「月毎の付加価値見込率の推移、月毎の工事粗

利益見込率の推移」の欄を追加しています。 
 
資料⑦  
付加価値一覧表+実行予算比較+付加価値見込率等の推移 

 
 
「⑰実行予算策定時の付加価値」と現在の状況下での「⑧工事

完成付加価値見込」との比較を行い、同様に工事粗利益での比較

も行います。これにより、実行予算書策定時の予測が狂っていな

いか、言いかえれば順調に工事が進行しているかどうかがある程

度把握できます。 
また、毎月の付加価値見込率、工事粗利見込率の推移を記載し

ます。これを追って行くと、急に率が悪くなった場合、現場での

トラブル発生や、追加工事・変更の発生に気付くことがあります。 

 

32 

 
反対に各々の率が良くなっているような場合は、現場でのコス

ト削減の工夫があったのかなど気付くことができます。 
 
資料⑧ 資料⑦の右側を拡大 

 
 

 
ポイント 

 

  
工事別付加価値一覧表の付加価値見込額(率)と工事粗利見込

額（率）は何と比較するのか？ 

 

・実行予算策定時の付加価値見込額(率)と工事粗利見込額（率） 

・毎月の付加価値見込率と工事粗利見込率の推移を確認するこ

とにより現場で発生している問題点に気付くことがある。 
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5. 工事別付加価値一覧表の活用方法 
 
この章では、「工事別付加価値一覧表」をどのように活用してい

くのかといった重要なポイントについて現場責任者と経営者それ

ぞれの立場でご説明いたします。 
 
(1) 現場責任者の活用方法 

 
① 付加価値は現場でコントロールできる利益 
現場責任者の方に、会議の話をお聞きすると、工事一覧表など

を見ながら「利益率が低い」と指摘され、やる気が無くなること

が多いとおっしゃいます。どうしてやる気が無くなるのかお聞き

すると、粗利率ばかりが取り上げられることが多く、粗利率を上

げるにしても自身の努力だけでは、限界があるとおっしゃいます。 
もちろん、現場責任者の方は、自分の努力で粗利率を上げること

について、ある程度までは可能だと思っているのですが、工事原

価には、自分自身の給与（労務費）が含まれており、削減するに

も限界を感じていらっしゃいます。 
 
例えば、若い現場責任者だと本人の給与も安いので労務費も安

いのですが、ベテランの現場責任者になると本人の給与が反映さ

れて労務費も高くなってきます。現場で一生懸命働いても、本人

の労務費を差し引かれると残りは少なくなってしまいます。大抵

の場合、工期は決まっていますので、本人の労務費については、

削減することはできません。 
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また、共通経費の配賦を行っている企業様では、完成工事高の

○％と予め決められ、各工事に共通経費を配賦しています。 
 

～実例①～ 
A 社様では、10数年程前から、工事毎に完成工事高の 2.5％を
共通経費として実行予算書に計上するというルールがありました。

しかし、ここ数年は 10年前と比べて全社の完成工事高が 3分の 1
程度にまで激減していました。従業員の方も少なくなり、また経

費削減にも取り組み、固定費も下がったのですが、固定費が 10
年前の 3分の 1にまで減少することはありません。 
固定費を各工事に割り振ったものが、共通経費になりますので、 
10 数年前の基準である完成工事高の 2.5％では、固定費を賄えな
くなっていました。 
 
このような状況下では、実行予算書上、昔の基準である 2.5％で
共通経費を予定していましたが、実際に工事が完了し経理部で工

事を締めてみると、実際配賦された共通経費は 7％になっていま
した。 
現場責任者は粗利率が 15％は確保できたと思っていた工事が、
経理部が作成した資料を見ると 10％に減少しているということ
になります。これを見た現場責任者の方の気持ちは・・・容易に

想像することができるかと思います。 
～   ～   ～ 

 
こういった社内労務費、社内経費的な数字は現場ではどうする

こともできません。これらの社内費用を除いた付加価値で工事の
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利益を見ていくことが必要になってきます。工事原価の内、社内

費用を除いた、材料費、外注費といった工事原価については、現

場での努力により圧縮することが可能です。 
 
② 工事別付加価値目標の設定 

それでは、現場責任者が材料費、外注費といった現場でコント

ロールの可能な工事原価について、どのようにすればやる気が向

上するのかについて、一例をご紹介します。 
実行予算書作成時に会社としての目標利益率を現場責任者に指

示することがあります。この時、粗利で目標を設定するのではな

く、付加価値で目標を設定します。目標の達成時には、報奨金な

どのインセンティブを支給する企業様もあります。そうすると現

場責任者は、どうにかして現場で利益を出そうという考えが働き

ますので、現場で色々な知恵を絞る様になります。 
ある建築現場の責任者は、工期短縮を試みたり、VE 提案を行
ってみたりと行動が前向きになりました。 
 

～実例②～ 
B 社様では、現場の手持ちがなく次の現場まで空いている従業
員様を他の現場に手伝いに行かせて付加価値を少しでも上げよう

と努力されています。今では当たり前のことになっていますが、

少し前まで B社様では、現場責任者は自分の現場を従業員（それ
もベテランの従業員）に手伝ってもらうと、労務費が発生する為、

従業員より時間単価の低い外注作業員を雇うということが、当た

り前に行われていました。 
言い変えますと、工事を粗利で判断すると労務費単価の低い外

 

36 

注作業員を使えば、工事原価は下がり粗利は上がります。しかし、

手待ちの従業員が現場をこなせば、社外に流出するお金は、節約

することができます。つまり付加価値が上がるということです。

どちらがB社様にとって利益になるかは、すぐにわかる事ですが、
B 社様では、長年粗利での工事管理に慣れており、このような事
に疑問を抱く現場責任者はいなかったということでした。  
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 
ポイント 

 

  
・付加価値は、自身でコントロール（現場で工夫）できる利益で

ある。 

・付加価値を増大させる取り組みは、全社の利益も増大させる。 

・工事別付加価値目標の設定を行い、目標達成時にはインセンテ

ィブ等を支給することにより、現場責任者のやる気向上を図る

ことができる。 
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(2) 経営者の活用方法 

 
① 会社全体の利益目標と現場の付加価値目標のベクトルが合致 
毎年、会社全体の年間利益目標を立てられると思いますが、通

常利益目標と呼ばれる利益は、粗利で立てられることが多いので

はないでしょうか。これに加えて付加価値の目標も立てて頂きた

いと思っています。なぜ付加価値目標が必要かと言えば、一つの

工事の付加価値目標と全社の年間付加価値目標のベクトルが合致

するからです。 
 
具体的に説明すると、経営者としては会社全体の利益がこのく

らいあれば会社が維持できると考えています。その利益目標を目

指して各現場責任者が努力すればよいのですが、先ほど説明しま

したように間違った方向（従業員が手待ち状態でも労務費単価の

安い外注を使うといったこと）に努力してしまい、会社全体で考

えると利益の低下を招いてしまうといった弊害が起こる事があり

ます。 
付加価値基準で考えることにより会社の利益を上げるために全

従業員が同じ方向で考えることができ、「工事毎の付加価値を上げ

る＝会社全体の利益が上がる」とすることができます。 
 
② 繁忙期と閑散期での受注方針決定の違い 
工事を受注するか否かを決定する際には、付加価値基準で繁忙

期と閑散期に分けて考えて頂きたいのです。 
繁忙期は、付加価値と言わず粗利額が高い工事から順に受注して

行けば良いのですが、問題は閑散期においての受注判断です。 
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閑散期、言いかえればライバル会社も仕事がない時期です。こ

のような時は、受注競争も激しくなっており、どの会社も少々見

積金額を下げてでも工事を受注したいと考えます。しかしどこま

で金額を下げて受注するかについて明確な基準をお持ちの会社は

少ないのではないでしょうか。 
閑散期や、受注競争が激しい物件を必ず受注したい時、いくら

までなら下げてもよいのか、付加価値が一つの判断基準になりま

す。付加価値がプラスであれば、粗利がマイナスであっても固定

費が吸収できるため、受注する決断をするべきではないでしょう

か。 
 

～実例③～ 
地方中堅ゼネコンで完工高約 20億円の C社様では、閑散期に 7
億円の新規建築物件の受注見込みがありました。見積段階ですで

に数千万円の赤字が出ており、いままでの社長様なら絶対受注は

しなかったという工事でした。しかし付加価値基準で再度検証を

行い、受注するという決断をされました。もちろん社内では、反

対の意見もあったと聞きます。この期の決算を迎えた時に、社長

様から「この工事を受注していなければ、今期の決算は大変な事

になっていた。」と後日談を聞くことがありました。厳しい工事で

したが、現場での努力や材料調達における努力で何とか粗利ベー

スでも黒字にすることが出来たそうです。 
 
③ 当初作成した実行予算書の内容を見直すことができる。 
工事別付加価値一覧表を毎月検討していくと、当初作成した実

行予算書の内容自体がおかしい事に気付くことがあります。そも
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そも、現実的ではない厳しい実行予算書になっていることや、反

対にサバを読みすぎて甘すぎる実行予算書になっていることに気

付く様になります。 
 
実行予算書策定者によっては、実行予算策定の癖があるかも知

れません。このような場合は、「実行予算対比」の項目を注意して

見て行くことが重要になります。 
 
④ 追加工事などの契約のチェック 
現場責任者は追加工事の契約について、忙しくつい後回しにす

ることはありませんか。追加工事の発生は、現場責任者から報告

がなければ、通常把握すること難しいのが実情です。 
工事別付加価値一覧表の「付加価値見込率」と「工事粗利益見

込率」の推移を毎月チェックしていくと急に見込率が悪化するこ

とがあります。このような場合、現場での追加工事発生に気付く

ことができます。追加工事を把握することにより、追加工事の契

約交渉に素早く対応することができます。 
 
⑤ 若い現場責任者（代理人）の育成 
先にも述べましたが、社内の手待ちの従業員に現場を手伝って

もらうと労務費が高くなるとの理由から、若手の従業員を現場に

連れて行かない⇒現場での経験が積めず育たない⇒公共工事の入

札の場合、現場経験（実績）が少ないと現場代理人になれないた

め、入札できない、というような悪循環に悩んでいる企業様があ

りました。 
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～実例④～ 
D 社様のあるベテラン現場責任者の方からお聞きした話ですが、
昔は工事の規模も大きく、予算にも余裕があったことから、ベテ

ラン現場責任者と若手担当者数名で一つの現場を担当していまし

た。若手担当者も勉強になり、公共工事の場合実績を積むことが

できました。 
しかし、現在では予算も厳しくベテラン現場責任者が一人で工

事を担当しないと、粗利が出ない状況です。また、公共工事では

総合評価方式が導入され、色々な種類の工事を担当した実績があ

る現場代理人がいないと、入札さえ参加できない状況になってい

るとのことでした。 
これらの出来事は、現場責任者が担当工事の粗利を上げること

に注力してしまったために、会社全体の利益向上について考える

ことができず、間違った努力を行ってしまったために招いた事態

であり、目標に付加価値も追加していたら、このような事は起こ

らなかったのではないでしょうか。 

 
ポイント 

 

  
経営者にとって付加価値基準の考えを取り入れることは重要で

あり、色々な事に気付くことができる。 

①全社の利益目標と現場毎の付加価値目標のベクトルが合致 

②受注戦略、特に閑散期の受注判断ができる 

③当初作成した実行予算書の内容を見直すことができる 

④追加工事発生のシグナルに気付く 

⑤行き過ぎた粗利での管理は若手の育成にも弊害がある 
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(3) 会議での活用について 

この付加価値一覧表を経営者の方が見るのはもちろんのこと、

工務（工事）会議などで活用頂きたいと考えています。 
工務会議というと工事毎の工程に遅れはないか、納期は大丈夫

なのか、段取りはどうなっているのか、といった工程管理の確認

や安全管理、品質といったことが主なテーマではなかったでしょ

うか。もちろんこれらも大変重要なテーマです。 
 
もう一つ重要なテーマとして、工事利益の管理があります。実

行予算書通りに工事が進行しているのか確認されている企業様も

ありますが、私がお手伝いさせて頂いた限りでは、実行予算書と

１か月前の工事原価実績の対比をされているというのが、一番良

く管理されている例でした。 
 
先ほども説明いたしましたが、付加価値見込率や工事利益見込

率の推移が悪くなった際には、その原因を突き止めなければなり

ません。内容によっては、現場に確認に行く事も必要になってき

ますし、追加工事が発生していれば、営業担当や経営者様が追加

工事契約に動かなければいけないこともあります。こういった異

変を早く見つけ対応することが重要です。 
また、工務メンバーで対策を考え、失敗事例の情報共有を行う

ことも大切です。 
反対に良くなっている場合には、何が成功事例なのか現場責任

者に発表して頂き情報共有するといった事を是非行ってください。 
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この「工事別付加価値一覧表」を用いて利益管理を行って頂き

たいのですが、ここで一つお願いしたいのは、現場責任者・担当

者の方を一方的に責めるのが目的ではなく会社に１円でも利益を

持ち帰るために、会議の参加者全員で考え、知恵を絞るために利

用して頂きたいということです。最終的には、工事毎の実行予算

書策定時以上の付加価値目標を設定し、達成時には報奨金を支給

するなど、現場責任者・担当者のやる気向上に役立てて頂ければ

最高です。 
 
最後に建設業界は厳しい状況下にありますが、今回お話させて

頂きました管理会計的な考えを取り入れた「工事別付加価値一覧

表」を活用し、企業様の経営に微力ながら役立つことができれば

幸いです。 
 
 
 
 

 
ポイント 

 

  
工事別付加価値一覧表から、現場の状況を知る事ができる。 

付加価値や工事利益の見込率が悪化している場合は、原因を突き

止め、対策を行う。 

良い状況が確認できれば、成功事例を社内で共有する。現場責任

者・担当者のモチベーションアップに役立てることが重要。 
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